
事業概要シート

≪

【事業の目的・概要・対象】

【背景】

28,383 千円

28,736 ≫千円

国庫支出金 7,973 千円
県支出金 3,986 千円
地方債 千円
その他 千円
一般財源 16,424 千円

担当課 福祉保健部障がい福祉課 課長 前川　靖彦

担当者 東　友子 問合せ先 0957-20-7306(89－304)

施策 0701 障がい者の自立支援の充実
≪≫の金額　現年度当初・補正予算、前年度繰越額の合計
　　　　　　※補正予算要求時は今回の補正予算額を除く
　　　　　　※次年度予算要求時は次年度繰越額を除く

事業名 障がい者(児)日常生活用具給付等事業 拡充 予算額

事業期間 昭和47年度 ～ 財
源
内
訳

根拠法令
要綱等

障害者総合支援法
地域生活支援事業実施要綱
大村市日常生活用具給付事業実施要綱

身体や知的に障害がある方等は、日常生活を送るうえでさまざまな支障があるため、日常生活をより円滑に行うための用具を給付する
ことが必要である。R6現在で45品目を対象としているが、新たに、本市在住の医療的ケア児・者及びその家族、関係者から、人工呼吸
器等を装着している医療的ケア児・者に対する災害時の大規模停電に備えた電力確保のため非常用電源を購入する際の助成を求められ
ている。また、人工内耳装用者が日常生活を送るうえで欠かすことができない『人工内耳用電池』、視覚障がい者に対する『視覚障害
者用音声血圧計』についても、品目として追加すべきか検討が必要となっている。

　日常生活を便利又は容易にするための用具を給付することにより、生活環境の改善等を図り、障害者等の自
立支援及び社会参加を促進する。R6現在の給付品目は45品目。
【対象者】
　在宅の身体障害者（児）・知的障害者（児）・難病患者

【拡充内容】
　　令和7年度から、災害時個別避難計画を策定済または策定予定の医療的ケア児・者を対象とする
　『非常用電源』、人工内耳装用者に対する『人工内耳用電池』、視覚障がい者に対する『視覚障害
　者用音声血圧計』の3品目を追加する。

市 業者

対象者

①給付申請

②給付の決定

（決定通知書送付）

②給付の決定

（給付券交付）

④自己負担額の支払

③日常生活用具

の給付

⑤公費負担額の請求

⑥公費負担額の支払

令和7年度から下記3品目を追加する。

〇非常用電源

　　　対象：災害時個別避難計画を策定済または策定予定の医療的ケア児・者

〇人工内耳用電池　　　

　　　対象：人工内耳装用者　

〇視覚障害者用音声血圧計

　　　対象：視覚障害2級以上の方　　

【現状】

［対象品目：45品目］

［対象品目：48品目］

【拡充】
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【活動指標】

①

②

【成果指標】

①

②

【予算・決算】（千円）

指標名 単位
Ｒ５
(実績)

Ｒ６
(計画)

Ｒ７
(計画)

Ｒ８
(計画)

Ｒ９
(計画)

給付件数 計画値 人 2,277 2,215 2,446 2,446 2,446

計画値

指標名 単位
Ｒ５
(実績)

Ｒ６
(計画)

Ｒ７
(計画)

Ｒ８
(計画)

Ｒ９
(計画)

給付実人数 計画値 人 266 258 313 313 313

計画値

事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ 合計
事業費 27,736 28,749 28,736 28,383 28,383 28,383 170,370

国庫支出金 8,459 8,064 9,657 7,973 7,973 7,973 50,099
県支出金 4,229 4,034 4,829 3,986 3,986 3,986 25,050
地方債 0
その他 0
一般財源 15,048 16,651 14,250 16,424 16,424 16,424 95,221
人件費 2,327 2,089 2,317 2,317 2,317 2,317 13,682
職員(人) 0.26人 0.23人 0.26人 0.26人 0.26人 0.26人 1.53人

時間外勤務(h) 70h 60h 65h 65h 65h 65h 390h
会計年度任用職員(人) 0.16人 0.16人 0.16人 0.16人 0.16人 0.16人 0.96人
フルコスト 30,063 30,838 31,053 30,700 30,700 30,700 184,052

妥当性
(市の関与)

障害者総合支援法における地域生活支援事業は、地域のニーズに合った支援を市町村が提供
する事業であり、市の関与が妥当である。

有効性
(施策貢献度)

日常生活において様々な支障がある障害者等に対し必要な用具を給付することで、障害者等
の自立した生活環境の改善等を図ることができるものであり、有効な事業と考えられる。

効率性
(コスト)

利用者の負担を原則1割とし、課税状況に応じて上限額を設定し効率的に行っている。

1次評価 担当者記載のとおり

2次評価 一次評価のとおり


